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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成31年３月期に係る第２四半期決算手続中に、監査法人から貸倒引当金の十分性の検証を行うよう指示がありま

した。これを受け、当社として検証した結果、貸倒引当金の算定方法を債権の発生期間別で区分する方法から、債務

者別等で区分する方法に変更することといたしましたが、変更後の方法は過年度にさかのぼって適用することが妥当

であることが判明したため、過年度の決算を訂正することといたしました。

これらの決算訂正により、当社が平成29年11月８日に提出いたしました第15期第２四半期(自　平成29年７月１日　

至　平成29年９月30日)に係る四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24

条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人より四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

　１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

　３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

　２　監査証明について

　１　四半期連結財務諸表

　(1) 四半期連結貸借対照表

　(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

　四半期連結損益計算書

　四半期連結包括利益計算書

　(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　注記事項

　(四半期連結損益計算書関係)

　(セグメント情報等)

　(１株当たり情報)

　(重要な後発事象)

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項については、訂正後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第14期

第２四半期
連結累計期間

第15期
第２四半期
連結累計期間

第14期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 (千円) 1,913,608 2,342,726 4,121,082

経常利益 (千円) 7,976 48,671 115,134

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) △2,655 26,392 81,917

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △2,683 26,469 80,714

純資産額 (千円) 797,126 926,994 893,224

総資産額 (千円) 5,029,495 4,664,950 5,398,390

１株当たり
四半期(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△)

(円) △0.70 6.14 20.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － 5.87 18.89

自己資本比率 (％) 15.8 19.9 16.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △935,427 △560,402 1,294,754

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △27,563 △49,593 △92,252

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,143,089 △551,951 114,956

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 835,161 810,572 1,972,520
 

　

回次
第14期

第２四半期
連結会計期間

第15期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期純損失金額(△)

(円) 0.44 △0.29
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株

式分割を行っております。

第14期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額又は四半期純損失

金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

４．第14期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。
　
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢・所得環境の改善により緩やかな回復が続く一方

で、中国をはじめとするアジア諸国経済の景気減速や地政学リスクの高まりなどを受け、依然として先行き不透明

な状況が続いております。

当社を取り巻く賃貸不動産業界におきましては、少子高齢化、定住外国人の増加、晩婚化の進行とともに単身世

帯や少人数世帯の増加傾向が予測されており、入居者層の変質にあわせた賃貸住宅の供給並びに入居需要を背景と

して、当社グループの主要事業である家賃債務保証サービスに対する需要は引き続き好調に推移しております。

このような環境の下、当社グループは、家賃債務保証事業を核とした「生活サポートの総合商社」を目指し、積

極的な営業活動の推進を継続するとともに、業務の効率化、外部企業とのアライアンス強化、収益力の向上に努め

てまいりました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,342,726千円（前年同期比22.4％増）、営業利益は66,961

千円（前年同期比173.9％増）、経常利益は48,671千円（前年同期比510.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は26,392千円（前年同期は2,655千円の純損失）となりました。

セグメントごとの業績は次のとおりであります。
　

①　家賃債務保証事業

家賃債務保証事業においては、平成29年５月に新設した札幌支店の営業活動も順調に展開しており、７月には

岡山支店を新設し中国地方の市場開拓を加速させるとともに、首都圏エリアを中心に継続して営業拡大を進めて

おります。また、増加する外国人の保証申込への対応を図るため、あすみらい株式会社に多言語コールセンター

を開設し、サービス拡充と効率化に取り組みました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の家賃債務保証事業の実績は、当社の保証を取り扱う協定不動産会

社数は12千件（前年同期比19.2％増）、申込件数は前第１四半期の熊本震災後の申込拡大の反動もあり73千件

（前年同期比7.8％増）、前受保証料を含む保証料受取額は1,943,565千円（前年同期比13.2％増）、売上高は

2,280,334千円（前年同期比22.0％増）、営業利益は62,149千円（前年同期比116.0％増）となりました。

②　不動産仲介事業

不動産仲介事業は、継続して増加が見込まれる外国籍の方々に対する賃貸住宅の提供を更に拡大させるため、

集客力の向上と物件確保に努めるとともに、売買仲介の拡大、マンスリーマンションの運営拡大等による収益力

の向上に努めました。

これらの結果、当第２四半期連結累計期間の不動産仲介事業の売上高は67,970千円（前年同期比39.2％増）、

営業利益は4,812千円（前年同期は営業損失4,326千円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前連結会計年度末比733,440千円減少し4,664,950千円と

なりました。これは主に、現金及び預金の減少によるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末比767,209千円減少し3,737,956千円となりました。これは主に、短期借

入金の減少によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末比33,769千円増加し926,994千円となりました。これは主に、親会社株

主に帰属する四半期純利益によるものであります。

これらにより、自己資本比率は前期末比3.3ポイント増加し19.9％となりました。
　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比1,161,947千円減少し810,572千

円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。
　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による支出は、560,402千円（前年同四半期は935,427千円の支出）となりました。主な要因は、税金等

調整前四半期純利益が48,653千円となったもののほか、家賃収納代行サービスの資金スキーム変更による収納代行

立替金の増加146,463千円、代位弁済立替金の増加551,120千円、収納代行未払金の減少196,936千円等によるもので

あります。
　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による支出は、49,593千円（前年同四半期は27,563千円の支出）となりました。主な要因は、基幹シス

テムのソフトウエア改修等の無形固定資産の取得による支出10,529千円によるものであります。
　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による支出は、551,951千円（前年同四半期は1,143,089千円の収入）となりました。主な要因は、短期

借入金の減少510,000千円、社債の償還による支出30,000千円等によるものであります。
　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,600,000

計 13,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,328,400 4,328,400
東京証券取引所
(マザーズ市場)

単元株式数は100株で
あります。

計 4,328,400 4,328,400 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成29年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日
(注)１

2,144,400 4,288,800 － 706,342 － 281,342

平成29年７月１日～
平成29年９月30日
(注)２

39,600 4,328,400 2,475 708,817 2,475 283,817

 

(注) １．平成29年７月１日付で普通株式１株を２株とする株式分割を行ったため、発行済株式総数残高が2,144,400

株増加し、4,288,800株となっております。

２．新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

NHホールディングス株式会社
大分県大分市都町３丁目７番23号
タクセイビル５Ｆ

1,070 24.72

中島　拓 大分県大分市 383 8.86

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 197 4.56

株式会社　豊和銀行 大分県大分市王子中町４番10号 160 3.70

株式会社大分銀行 大分県大分市府内町３丁目４番１号 160 3.70

ジェイリース従業員持株会
大分県大分市都町１丁目３番19号
大分中央ビル７Ｆ

117 2.71

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 115 2.66

林　昌也 熊本県山鹿市 80 1.85

三菱UFJモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目５番２号 80 1.85

BARCLAYS BANK PLC A/C CLIENT
SEGREGATED A/C PB CAYMAN
CLIENTS
（常任代理人　バークレイズ証
券株式会社）

1 CHURCHILL PLACE LONDON E14 5HP
（東京都港区六本木６丁目10番１号）

65 1.52

計 ― 2,429 56.13
 

（注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数は、信託業務に係るものでありま

す。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,327,800
 

43,278 －

単元未満株式 普通株式 600
 

－ －

発行済株式総数 4,328,400 － －

総株主の議決権 － 43,278 －
 

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式30株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。　

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新日

本有限責任監査法人となりました。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,972,520 810,572

  未収保証料 433,568 290,694

  未収手数料 13,770 17,163

  代位弁済立替金 2,011,409 2,533,457

  収納代行立替金 263,795 410,258

  貯蔵品 9,980 10,933

  繰延税金資産 480,330 524,781

  その他 96,189 96,397

  貸倒引当金 △322,140 △484,000

  流動資産合計 4,959,424 4,210,258

 固定資産   

  有形固定資産 119,044 121,653

  無形固定資産   

   その他 153,501 139,273

   無形固定資産合計 153,501 139,273

  投資その他の資産   

   その他 193,580 250,000

   貸倒引当金 △27,160 △56,234

   投資その他の資産合計 166,419 193,765

  固定資産合計 438,966 454,692

 資産合計 5,398,390 4,664,950
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 1,610,000 1,100,000

  1年内償還予定の社債 60,000 60,000

  1年内返済予定の長期借入金 10,008 8,300

  リース債務 24,958 23,444

  収納代行未払金 936,113 739,177

  未払法人税等 114,219 89,257

  前受金 1,192,721 1,170,269

  賞与引当金 72,800 73,400

  その他 280,100 314,353

  流動負債合計 4,300,921 3,578,202

 固定負債   

  社債 30,000 －

  長期借入金 3,296 －

  リース債務 39,560 28,021

  役員退職慰労引当金 50,261 43,695

  退職給付に係る負債 48,584 52,908

  資産除去債務 31,553 34,139

  その他 990 990

  固定負債合計 204,244 159,754

 負債合計 4,505,165 3,737,956

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 705,142 708,817

  資本剰余金 280,142 283,817

  利益剰余金 △90,419 △64,027

  自己株式 － △49

  株主資本合計 894,864 928,556

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △471 △477

  退職給付に係る調整累計額 △1,168 △1,084

  その他の包括利益累計額合計 △1,639 △1,562

 純資産合計 893,224 926,994

負債純資産合計 5,398,390 4,664,950
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 1,913,608 2,342,726

売上原価 378,063 490,749

売上総利益 1,535,544 1,851,976

販売費及び一般管理費 ※1  1,511,094 ※1  1,785,014

営業利益 24,449 66,961

営業外収益   

 受取利息 10 3

 受取配当金 10 10

 補助金収入 1,200 －

 その他 653 243

 営業外収益合計 1,874 257

営業外費用   

 支払利息 5,650 6,883

 債権譲渡損 － 9,948

 上場関連費用 5,648 －

 株式交付費 6,435 1,194

 その他 613 520

 営業外費用合計 18,347 18,547

経常利益 7,976 48,671

特別利益   

 固定資産売却益 16 39

 特別利益合計 16 39

特別損失   

 固定資産除却損 － 58

 特別損失合計 － 58

税金等調整前四半期純利益 7,992 48,653

法人税、住民税及び事業税 3,280 74,743

法人税等調整額 7,368 △52,482

法人税等合計 10,648 22,260

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,655 26,392

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△2,655 26,392
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,655 26,392

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △27 △6

 退職給付に係る調整額 － 83

 その他の包括利益合計 △27 76

四半期包括利益 △2,683 26,469

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △2,683 26,469
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 7,992 48,653

 減価償却費 34,543 39,779

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 77,597 190,933

 受取利息及び受取配当金 △20 △13

 支払利息 5,650 6,883

 固定資産除却損 － 58

 固定資産売却損益（△は益） △16 △39

 未収保証料の増減額（△は増加） 40,554 139,480

 代位弁済立替金の増減額（△は増加） △356,889 △551,120

 収納代行立替金の増減額（△は増加） △678,327 △146,463

 たな卸資産の増減額（△は増加） △3,670 △952

 前受金の増減額（△は減少） 55,076 △22,451

 賞与引当金の増減額（△は減少） 6,800 600

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 21,874 4,444

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,071 △6,566

 収納代行未払金の増減額（△は減少） － △196,936

 株式交付費 6,435 1,194

 その他 △25,242 36,643

 小計 △806,569 △455,873

 利息及び配当金の受取額 20 13

 利息の支払額 △5,217 △7,021

 法人税等の支払額 △123,659 △97,521

 営業活動によるキャッシュ・フロー △935,427 △560,402

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △3,811 △17,894

 有形固定資産の売却による収入 16 40

 無形固定資産の取得による支出 △26,602 △10,529

 定期預金の払戻による収入 10,000 －

 その他 △7,165 △21,209

 投資活動によるキャッシュ・フロー △27,563 △49,593

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 650,000 △510,000

 長期借入金の返済による支出 △5,004 △5,004

 社債の償還による支出 △30,000 △30,000

 株式の発行による収入 541,148 6,155

 自己株式の取得による支出 － △49

 その他 △13,054 △13,052

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,143,089 △551,951

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 180,098 △1,161,947

現金及び現金同等物の期首残高 655,062 1,972,520

現金及び現金同等物の四半期末残高 835,161 810,572
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

給料及び手当 585,726千円 617,660千円

賞与引当金繰入額 64,800 〃 73,400 〃

退職給付費用 22,681 〃 5,117 〃

役員退職慰労引当金繰入額 1,071 〃 1,320 〃

貸倒引当金繰入額 85,629 〃 206,257 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額は同額であります。

 
(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、平成28年６月22日に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。上場にあたり、平成28年６月21

日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株式発行150,000株により、資本

金及び資本準備金がそれぞれ213,900千円増加しております。また、平成28年７月21日にオーバーアロットメントに

よる当社株式の売出しに関連した第三者割当増資による払込みを受け、資本金及び資本準備金がそれぞれ59,892千

円増加しております。

この結果、当第２四半期連結会計期間末において、資本金は698,792千円、資本剰余金は273,792千円となってお

ります。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月８日
取締役会

普通株式 21 5.00 平成29年９月30日 平成29年12月11日 利益剰余金
 

 
３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

家賃債務
保証事業

不動産仲介事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 1,868,635 44,972 1,913,608 － 1,913,608

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ 3,860 3,860 △3,860 －

計 1,868,635 48,832 1,917,468 △3,860 1,913,608

セグメント利益又は
損失(△)

28,776 △4,326 24,449 － 24,449
 

(注) １．売上高の調整額△3,860千円については、連結会社間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

家賃債務
保証事業

不動産仲介事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 2,280,334 62,391 2,342,726 － 2,342,726

セグメント間の
内部売上高又は振替高

－ 5,578 5,578 △5,578 －

計 2,280,334 67,970 2,348,304 △5,578 2,342,726

セグメント利益 62,149 4,812 66,961 － 66,961
 

(注) １．売上高の調整額△5,578千円については、連結会社間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

(金融商品関係)

当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価との

差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

 

(有価証券関係)

有価証券の当第２四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、企業集団の事業運営において重要なものでな

く、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がないため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

△0円70銭 ６円14銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円)

△2,655 26,392

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する
四半期純損失金額（△）(千円)

△2,655 26,392

普通株式の期中平均株式数(株) 3,800,524 4,294,923

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － ５円87銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 298,460 201,842

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注) １．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在するものの、

１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。

２．当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株の

割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半

期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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(重要な後発事象)

当社は、平成29年11月８日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしておりま

す。当該株式分割の内容は、次のとおりであります。

 
１．株式分割の目的

株式分割を行い投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整

え、投資家層の拡大と当社株式の流動性の向上を図ることを目的としております。

　

２．株式分割の概要

(1) 分割の方法

平成29年11月30日（木曜日）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載または記録された株主の保有する

普通株式を１株につき２株の割合をもって分割する。

 
(2) 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 4,328,400株

今回の分割により増加する株式数 4,328,400株

株式分割後の発行済株式総数 8,656,800株

株式分割後の発行可能株式総数 27,200,000株
 

 
(3) 分割の日程

基準日公告日 平成29年11月15日（水曜日）

基準日 平成29年11月30日（木曜日）

効力発生日 平成29年12月１日（金曜日）
 

 
３．１株当たり情報に及ぼす影響

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における１株当たり情報の各数値はそれぞれ

次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は
四半期純損失金額（△）

△０円35銭 ３円07銭

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

－ ２円93銭
 

(注)　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式は存在す

るものの、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。
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２ 【その他】

第15期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当について、平成29年11月８日開催の取締役会にお

いて、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 21百万円

②　１株当たりの金額      　                      5円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成29年12月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年12月13日

ジェイリース株式会社

取締役会  御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  工　　藤　　雄　　一　　印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  宮　　本　　義　　三　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイリース株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から

平成29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る訂正後の四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイリース株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成29年11月８日に四半期レビュー報告書を提出した。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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